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地球温暖化対策について
～地球温暖化の現状と静岡市の政策～

静岡市環境創造課
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１．地球温暖化について
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1-1．地球温暖化とは

280ppm 400ppm超

●二酸化炭素などの温室効果ガスがあることにより適温が保たれている。

●温室効果ガスがなければ、マイナス１９℃くらいになると言われている。

●近年、化石燃料の使用が多くなったことにより、温室効果ガスの濃度が濃くなった。

●その結果、熱の吸収が増え平均気温が上昇し「地球温暖化」となった。
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1-2．地球温暖化の現状
●1880～2012年の間で世界平均気温は0.85℃上昇した（IPCC第５次評価報告書）

⇒ IPCC「1.5℃特別報告書」では、2006年～2015年の10年間に観測された世界全体の

推定平均値は、1850年～1990年の期間の平均に比べて0.87℃上昇したと報告されて

いる。

イラスト出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイトより
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1-2．地球温暖化の現状

イラスト出典：全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイトより

●複数のシナリオの中で2100年までに最大4.8℃の上昇が予測されている。

●局地的には、最大10℃以上になる地域も予測されている。

●地球温暖化は、気温上昇のみならず様々なリスクが予測されている。
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1-2．地球温暖化の現状

世界平均気温（10年平均）の変化

出典：IPCC第６次評価報告書WG１

人間の影響は、少なくとも過去2000年間に前例のない速度で、気候を温暖化させてきた。
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1-2．地球温暖化の現状
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1-2．地球温暖化の現状

IPCC第６次評価報告書WG3
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1-2．地球温暖化の現状
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1-3．地球温暖化によって引き起こされる影響
氷床の減少・海面水位の上昇 生態系への影響

健康への被害 異常気象などの発生
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1-3．地球温暖化によって引き起こされる影響
氷床の減少・海面水位の上昇
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1-3．地球温暖化によって引き起こされる影響
生態系への影響
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1-3．地球温暖化によって引き起こされる影響

健康への被害
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1-3．地球温暖化によって引き起こされる影響
異常気象などの発生



Shizuoka City 16

２．世界における議論の進展
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1992 「気候変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC）」採択

・大気中の温室効果ガスの濃度を安定化させることを究極の目標とした条約

1997 「京都議定書」採択

・先進国の取組を規定した議定書で、1990年から温室効果ガス排出量５％削減を目指した

2008

2010

「京都議定書」第一約束期間

先進国排出削減義務

EU、オーストラリア、ロシア、日本など

【2008～2012年】

「京都議定書」第二約束期間「カンクン合意」の実施

「カンクン合意」採択

・先進国と途上国の双方が、自主
的に温室効果ガスの削減を登録
する仕組みに合意

2013

2015 「パリ協定」採択

・全ての国を含む新た
なルールの採択

2020

自主的な取組

アメリカ、カナダ、ロシア、
日本、発展途上国など

【2013～2020年】

先進国排出削減義務

EU、スイス、ノルウェーなど

【2013～2020年】

パリ協定の開始

2-1．パリ協定までの流れ
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2-2．パリ協定（2015.10採択、2016.11発効）

●2015年11月末からフランスパリで開催された国連気候変動枠組条約第21回締約国

会議（COP21）では、京都議定書に代わる温室効果ガス削減のための新たな国際的

なルールとして「パリ協定」を採択

●「パリ協定」は、先進国、途上国を含む世界196か国の国・地域が参加する初めて

の画期的なルールで、2020年から実施

「パリ協定」の主な内容

産業革命前からの世界の平均気温の上昇を2.0℃未満に抑える
（努力義務：1.5℃未満に抑える）

目 的

長期目標

世界全体で今世紀末には、人間活動による温室効果ガス排出量を実質ゼロにしていくことを目指す

ルール

・全ての国に、削減目標と対策の策定、提出を義務付け（ただし、目標達成の義務なし）
・５年毎に削減目標と対策の見直しを義務付け（現状より向上させる見直し）
・先進国に途上国への資金支援を義務付け（他の国も自発的に資金支援することを奨励） など
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2-3．ＩＰＣＣ1.5℃報告書（2018.10）
●IPCCは、2018年10月、1.5℃の地球温暖化による影響と排出経路について「IPCC

1.5℃特別報告書」を取りまとめた

●同報告書は、1.5℃未満に抑えるためには、温室効果ガス排出量を2030年までに

2010年比約45%削減、2050年には正味ゼロに達する必要があると予測

⇒ 2.0℃未満のケースでは、2030年までに約20%削減、2075年前後に正味ゼロ

にする必要があると予測

出典：IPCC「1.5℃特別報告書」
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2-4．G7コーンウォールサミット（2021.6）

● 遅くとも2050年までにネット・ゼロ目標を達成するた
めの努力にコミットし、各国がその目標に沿って引き上げ
た2030年目標にコミットすることを確認

● 国内電力システムを2030年代に最大限脱炭素化するこ
と

● 国際的に炭素密度の高い化石燃料エネルギーに対する政
府による新規の直接支援を、限られた例外を除き、可能な
限り早期にフェードアウトすること など
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2-5．世界における脱炭素化への動き
Ｅ Ｕ 英 国 米 国

✓ 2020年３月に長期戦略を提
出。
「2050年までに気候中立
（climate Neutrality）達成」
を目指す

✓ 温室効果ガス削減目標を
2030年に1990年比少なくと
も55％とするとしたＮＤＣを
提出。本目標に関連した法案
を2021年６月までに提案予定

✓ コロナからの復興計画を盛り
込んだ総額1.8兆ユーロ規模
の次期中期予算枠組（ＭＦ
Ｆ）及びリカバリーファンド
に合意。予算総額の30％（復
興基金の37％）を気候変動に
充当

✓ 2020年９月の国連総会一般
討論のビデオ演説で、習近平
国家主席は2060年カーボン
ニュートラルを目指すと表明

✓ 2030年までに排出量のピー
クを越え、国内総生産
（GDP）あたりの排出量を
2005年比で65％以上削減

✓ 気候変動法（2019年６月改
正）の中で、2050年カーボン
ニュートラルを規定

✓ 温室効果ガス削減目標を
2035年に1990年比少なくと
も78％とすることを表明

✓ ＣＯＰ２６の議長国として、
各国の野心的な取り組みをけ
ん引

✓ 2019年11月トランプ政権の
もと、パリ協定脱退を決定
（2020年11月に正式脱退）

✓ バイデン大統領は就任初日に
パリ協定復帰に関する大統領
令に署名（2021年２月19日
に正式復帰）

✓ 民主党は気候変動の課題を最
重要政策の一つに位置づけ。
バイデン大統領は、その公約
において2035年の100％ク
リーン電源、2050年のカーボ
ンニュートラルと、クリーン
エネルギー等のインフラ投資
に、４年間で２兆ドル投資す
る計画を発表

✓ 2021年４月の気候変動サミッ
トにおいて2030年に2005年
比で50～52％削減することを
表明

中 国



Shizuoka City 22

2-6．企業の取組事例

＜マイクロソフト＞

・2030年までにカーボンネガティブを達成し、
2050年までに創業以来排出してきたCO2の量を
除去

・2025年までに企業活動の直接的、間接的排出量
ほぼゼロにし、2030年までにサプライチェーン
全体、製品のライフサイクル全体なども考慮した
排出量の半分以上削減

＜アマゾン＞

・従業員からの声により、2040年までにカーボ
ンニュートラルを目指す「クライメート・プ
レッジ・イニシアティブ」立上げ

・配達用のEVを10万台購入。欧州で使うための
1800台以上のEVをメルセデスベンツから追加
購入

・2020年9月、2030年までに自社のデータセン
ターとオフィスをカーボンフリー化すると表明

・2030年までに50億ドル以上の投資により、製造
地域に５GWのカーボンフリーエネルギー（風力、
太陽光、地熱、バイオマス、原子力、水力、揚水
発電、蓄電池）を供給。500以上の都市で年間１
Gt以上の炭素排出量削減を実現

・2020年7月、2030年までにサプライチェーンを
カーボンニュートラルにすることを約束

・１億ドルの平等と正義のためのイニシアティブの
一環として、インパクトアクセラレーターを設立
し、マイノリティ所有の事業に対して集中的に投
資

＜アップル＞

●多くのグローバル企業でカーボンニュートラルを宣言

●自社のみならず、サプライチェーン全体でのカーボンニュートラルを目指す

●今後、このような企業と取引するためには、実質ゼロにしていくことが必須？？

＜グーグル＞



Shizuoka City 23

2-7．ESG投資等

８

●ESG投資の世界全体の総額は、2018年には、30.7兆ドルまで拡大。投資市場の約

３分の１をESG投資が占める状況。日本は欧州・米国に続く世界第３位のESG投資

残高国

●グリーンボンド発行額も増加傾向にあり、2020年は3,500億ドルと推定

投資市場全体に占めるESG（サステナブル）
投資額の推移（兆ドル）

世界のグリーンボンド発行額の推移

我が国のグリーンボンド発行額・件数の推移
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３．日本における議論の進展
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3-1．日本の脱炭素化への動き

菅内閣総理大臣所信表明演説（第203回国会R2.10）抜粋

菅政権では、成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げて、グリー
ン社会の実現に最大限注力して参ります。我が国は、2050年までに、
温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボ
ンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを、ここに宣言いた
します。もはや、温暖化への対応は経済成長の制約ではありません。
積極的に温暖化対策を行うことが、産業構造や経済社会の変革をもた
らし、大きな成長につながるという発想の転換が必要です。

鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルをはじめと
した、革新的なイノベーションです。実用化を見据えた研究開発を加
速度的に促進します。規制改革などの政策を総動員し、グリーン投資
の更なる普及を進めるとともに、脱炭素社会の実現に向けて、国と地
方で検討を行う新たな場を創設するなど、総力を挙げて取り組みます。
環境関連分野のデジタル化により、効率的、効果的にグリーン化を進
めていきます。世界のグリーン産業をけん引し、経済と環境の好循環
をつくり出してまいります。
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3-2．所信表明演説後の動き

●2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略
（R2.12）

●地球温暖化対策推進法改正（R3.5）

●地域脱炭素ロードマップ（R3.6）

●地球温暖化対策計画（R3.10）
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3-3．グリーン成長戦略
従来の発想から転換し積極的に対策を行うことが、産業構造や社会

経済の変革をもたらし、次なる大きな成長に繋がっていく。こうした
「経済と環境の好循環」をつくっていく産業政策 ＝ グリーン成長戦略

●「発想の転換」、「変革」といった言葉を並べることは簡
単だが、実行するのは、並大抵の努力ではできない。
▶ 産業界には、これまでのビジネスモデルや戦略を根本
的に変えていく必要がある企業が数多く存在

⇒ 新しい時代をリードしていくチャンスの中、大胆な投
資をし、イノベーションを起すといった民間企業の前向
きな挑戦を全力で応援 ＝ 政府の役割

◎成長が期待される産業（14分野）において、高い目標を
設定し、あらゆる政策を総動員
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3-4．改正地球温暖化対策推進法
（基本理念）

第２条 地球温暖化の推進は、パリ協定第２条１(a)におい
て世界全体の平均気温の上昇を工業化以前よりも摂氏２度高
い水準を十分に下回るものに抑えること及び世界全体の平均
気温の上昇を工業化以前よりも1.5度高い水準までのものに
制限するための努力を継続することとされていることを踏ま
え、環境の保全と経済及び社会の発展を統合的に推進しつつ、
我が国における2050年までの脱炭素社会（人の活動に伴っ
て発生するお温室効果ガスの排出量と吸収作用の保全及び教
化により吸収される温室ガスの吸収量との間の均衡が保たれ
た社会をいう。）の実現を旨として、国民並びに国、地方公
共団体、事業者及び民間の団体等の密接な連携の下に行われ
なければならない。
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3-5．地球温暖化対策計画
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3-5．地球温暖化対策計画

地球温暖化対策計画（抜粋）

・RE100等を踏まえた再生可能エネルギーの積極的な導
入・利用その他の自社の排出削減やサプライチェーン全体
の排出削減を計画的に進める（「事業者」の基本的役割）

・建築物省エネ法を改正し、省エネルギー基準適合義務の対
象外である小規模建築物の省エネルギー基準への適合を
2025年度までに義務化するとともに、2030年度以降新
築される建築物についてZEB基準の水準の省エネルギー性
能の確保を目指し、整合的な誘導基準の引き上げや、省エ
ネルギー基準の段階的な水準の引き上げを遅くとも2030
年度までに実施する（建築物の省エネルギー化）
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3-5．地球温暖化対策計画

● ＬＥＤ等の高効率照明について2030年までにストック
で100％普及することを目指すため・・・（省エネルギー
機器の普及（業務その他部門））

● 2030年までに乗用車新車販売に占める次世代自動車の
割合を５割～７割にすること、2035年までに乗用車新車
販売に占める電動車（ＥＶ、ＦＣＶ、ＰＨＥＶ、ＨＶ）の
割合を100％にすることを目指す（次世代自動車の普及、
燃費改善等）
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3-6．地域脱炭素ロードマップ
～地方から始まる、次の時代への移行戦略～

・環境対策はもはや経済成長の源泉でもあり、世界の潮流に
乗り遅れれば、国内産業や国力の衰退にもつながりかねな
い。

・これは、地方経済においても同様である。脱炭素をできる
だけ早期に実現することが、地域の企業立地・当市場の魅
力を高め、地域の産業の競争力を維持向上させるという意
味での地域の成長戦略において、極めて重要な要素になっ
ていく。

・…、意欲と実現可能性の高い地域から全国に広める「実行
の脱炭素ドミノ」を起こす。
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3-7．脱炭素先行地域
１ 脱炭素先行地域とは

●2050年カーボンニュートラルに向けて、
・民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費
に伴うCO２排出の実質ゼロを実現し、

・運輸部門や熱利用等も含めてそのほかの温室効果ガス
排出削減についても、我が国全体の2030年度目標と
整合する削減を地域特性に応じて実現する地域

●本年度から選定開始、2025年度までに100程度選定

２ メリット

●地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（脱炭素先行地域づ
くり事業 ）等の手厚い支援

●先進的な取組として認められることによる民間投資や企
業進出への期待

５年程度で最大50億円
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3-7．脱炭素先行地域
３ 2022年度選定状況（第１次）
●令和４年２月21日募集締切り（89地域が提案）
●令和４年４月26日第１次選定結果発表

⇒ 26地域が選定

静岡市も選定

脱炭素を通じて新たな価値と賑わいを生む
「みなとまち しみず」からはじまるリノベーション
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４．国内企業の動き
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4-1．環境産業市場の拡大

2000年の約５兆円から
約40兆円（2017）と
大幅に拡大

2017年に全体で105兆4,495億円
（2000年の約1.8倍）
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4-2．国内の投資動向

＜サステナブルファイナンス目標（うち環境関連）＞

目標金額 目標年度

３メガバンク 30兆円 2029～2030

国内大手銀行もESG投資を積極的に行う方向
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4-3．市内金融機関の動き
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4-4．国内企業の取組例

SONYの取組

✓2018年にRE100に加盟し、2040年までに再エネ比率

を100％にする目標を掲げる。

✓静岡県内にあるソニー・ミュージックソリューションズ

の倉庫の屋根に太陽光パネル（約1,700キロワット分）

を設置

✓倉庫で使い切れない余剰電力を県内の同社工場に融通

小売事業者を介さない「自己託送」契約で実施

✓倉庫の約半分、工場の５％程度の消費電力を賄う

年間で二酸化炭素約１千トンの削減効果
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５．静岡市の取組と地球温暖化対策実行計画
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5-１．静岡市の方針

【静岡市議会令和２年11月定例会における静岡市長の表明】（令和２年12月２日）＜抜粋＞

➢ 私は、この気候危機の状況から、安全安心な市民の暮らしを確保し、本市が有する世界基準の資産を

次の世代に継承していくために、ＳＤＧｓ未来都市として、その責務を果たすためにも、ここに

2050年温室効果ガス排出実質ゼロに向けて取り組んでいくことを表明いたします。

➢ 今後も実質ゼロの実現に向けては、このような創意工夫に富んだ取組をさらに拡充させていくととも

に、市民の皆さんや企業が現在の気候危機の深刻さを理解し、問題意識を共有する、そのような状況

をつくってまいらなければなりません。

➢ 今後は市内経済界や市民の皆さんとの連携をさらに深め、経済と環境が両立する先進的な仕組みを構

築し、地域、さらには国全体に波及させていくなど、ゼロカーボン都市に向けたチャレンジを開始し

ていくことで、世界に輝く静岡の実現につなげてまいりたいと思います。

静岡市も、環境への取組による経済成長を図り、地域から国全体に広めていくことを表明
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5-２．取組の進め方
静岡市の動きと取組

取組方針

【脱炭素社会に向けた官民連携会議】

経済界の各部門における主要企業や市民を構成員と
した、脱炭素社会に向けた官民連携会議を設置

令和３年度に計３回会議を開催し、「脱炭素社会の
実現により目指す静岡市の姿（案）」と「ゼロカーボ
ンシティ静岡ロードマップ（案）」を取りまとめた。
第３次静岡市地球温暖化対策実行計画に盛り込む。

次期地球温暖化対策実行計画のリーディングプロジェクトに「グリーン産業の創出促進」を設定
（予定）

【グリーン産業創出プロジェクト】

市内で脱炭素化に資する先進的・先駆的な取組を実
施する企業を手挙げ方式で募集し、市が積極的に支援

脱炭素化の流れを新たなビジネスチャンスにして成
長する企業を増やし、他企業への横展開も図ることで
経済と環境の好循環を生み出す。

経済と環境の好循環を生み出す新たなビジネスの創出を支援

2020年12月２日、「2050年温室効果ガス排出実質ゼロを目指す」ことを表明。経済と環境
が両立する先進的な仕組みを構築し、地域、さらには国全体に波及させていくなど、ゼロカー
ボン都市に向けたチャレンジを開始していく方針を出す。
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5-3．事業者支援のための新事業
脱炭素社会の実現に資する新技術開発等補助金（R4～）

地域脱炭素の実現に向け、取組の実施と他企業への横展開によるCO₂削減を推進することを目的として、
脱炭素化に資する新技術の研究や新商品・新サービスの開発・実証実験等に要する経費に対して助成す
るグリーン産業創出支援事業を実施する。脱炭素化の流れをビジネスチャンスと捉え、新たなチャレン
ジをする企業を支援し、経済と環境の好循環を生み出す。

事業概要

【事業目的】
〇 脱炭素化に資する新たな事業・取組を創出
〇 2030年のCO2排出量削減に貢献
※ 実行計画目標値：2030年度26%削減（2013年度比）、国の新たな目標は46%削減（2013年度比）

補助金額 補助対象経費の１／２ 上限（研究事業：100万円、新技術開発等：500万円）

補助対象事業
対象となる事業は以下のとおり

（１）調査事業
企画、立案及び情報収集を行い、事業採算性等を調査するもの

（２）新技術開発・研究事業
・新技術及び新製品の開発に向けた基礎研究及び応用研究
・新技術及び新製品の開発並びに試作品の商品化に向けた開発、実証実験等

補助対象経費 報償費、旅費、需用費、原材料費、備品購入費、委託料並びに使用料、賃借料及び手数料

目的及び
事業内容
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5-４．地方公共団体地球温暖化対策実行計画

・地球温暖化対策の推進に関する法律（略称：温対法）

第21条 都道府県及び市町村は、地球温暖化対策計画※に即して

地方公共団体実行計画を策定する

静岡市も、温暖化対策の実行計画を策定して施策を進める！

区域施策編 事務事業編

温暖化対策の実行計画とは？
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5-５．第１次静岡市地球温暖化対策実行計画

・策定時期 平成22年（2010）

・実施期間 平成22年（2010）～平成27年（2015）の５年間

区域施策編（市域全体の削減計画）

2015年度に1990年度比38％削減

【７つのリーディングプロジェクト】
・静岡市版「もったいない運動」プロジェクト
・ストップ温暖化！100万人参加プロジェクト
・低炭素のまち推進プロジェクト

など

事務事業編（市役所の削減計画）

2015年度に2009年度比５％削減

【重点的に取り組む３つの柱】
・省エネルギーの推進
・新エネルギーの導入
・新たな削減方策

第１次静岡市地球温暖化対策実行計画

2013年（速報値）は34.9％削減 2014年は5.8％削減
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5-６．第２次静岡市地球温暖化対策実行計画

第２次静岡市地球温暖化対策実行計画

• 策定時期 平成28年（2016）

• 実施期間 平成28年（2016）～令和４年（2022）の７年間

【基本方針】
総合的に地球温暖化対策に取り組みます

【基本目標】

１ 総合的に地球温暖化対策に取り組みます

２ 地域の特色を活かした再生可能エネルギーの普及促進

３ 災害に強く環境にやさしいエネルギーの分散化

４ 気候変動に適応した対策の推進
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5-６．第２次静岡市地球温暖化対策実行計画

2022年度に2013年度比10％削減

〇対象とする温室効果ガス

物 質 基準年度

二酸化炭素（CO2）

2013
年度

メタン（CH4）

一酸化二窒素（N2O）

ハイドロフルオロカーボン類
（HFC）

パーフルオロカーボン類（PFC）

六ふっ化硫黄（SF６）

三ふっ化窒素（NF3）

（千t-CO2）

5,561.5

5,003.9

4,115.5

2013年度
（基準年）

2022年度
（短期）

2030年度
（中期）

10%削減

26%削減

80%削減

2050年度
（長期）

区域施策編
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5-６．第２次静岡市地球温暖化対策実行計画

区域施策編

静岡市域の温室効果ガス排出量の推移

2019年度は基準年（2013年度）比
10.1％削減（目標10％）となり、
計画の削減目標を達成
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5-６．第２次静岡市地球温暖化対策実行計画

物 質 基準年度

二酸化炭素（CO2）

2014
年度

メタン（CH4）

一酸化二窒素（N2O）

ハイドロフルオロカーボン類
（HFC）

９%以上削減

（t-CO2）

2014年度
（基準年）

2022年度

260,319 235,635

対象施設 目 標

■事務系施設 7.0％削減

■廃棄物処理施設 16.0%削減

■下水道施設 ※１ 1.3%増加

■その他施設

消防施設 ※２ 114.0%増加

病院施設 7.0%削減

水道施設 ※３ 2.0%増加

■公用車 3.0%削減

※１ 下水道管整備による汚水流入量増加に伴う増加
※２ 新庁舎建設及び広域化に伴う他市町村排出量の参入
※３ 新庁舎建設に伴う増加

事務事業編

2022年度に2014年度比９％以上削減
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5-６．第２次静岡市地球温暖化対策実行計画

事務事業編

市の事務事業における温室効果ガス排出量の推移

2020年度は基準年度（2014年度）比で
11.1％削減（目標９％）となり、計画の
削減目標を達成
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5-７．第3次静岡市地球温暖化対策実行計画

第３次静岡市地球温暖化対策実行計画

策定時期：令和５年（2023）
実施期間：令和５年（2023）～令和12年（2030）の８年間

〇「地球温暖化対策の推進に関する法律の一部を改正する法律」（改正温対法）の成立

・パリ協定に定める目標及び2050年カーボンニュートラルを基本理念に

・2030年度において、温室効果ガス46％（2013年度比）を目指す

〇 国の地球温暖化対策計画を改訂

・2050年カーボンニュートラル
・2030年に国の削減計画46％を上回る50％以上（2013年度比）の削減目標
を掲げる

【第３次計画の策定方針】


